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格差型ジレンマ構造における
地域住民の責任帰属認知と環境配慮行動の関連：

 沖縄県の赤土流出問題をめぐるステークホルダー間の比較1）

加　藤　潤　三*・野　 波 　　寛**

問　題

本研究の目的は、格差型ジレンマ構造の環境問題における地域住民の責任帰属認知と
環境配慮行動の関連について検討すること、またさらにその関連性についてステークホ
ルダー間で比較することである。
沖縄では、伝統的に地域住民が海（イノー：サンゴ礁池）を共同で利用してきた慣習が

ある（家中，2001）。また現在でも、漁業従事者が自らの生業として海を利用しているだ
けでなく、沖縄の中心産業であり、多くの一般住民が従事している観光業が、観光資源
として海を利用している。つまり沖縄の人々にとって海は、身近な地域の自然環境とし
て昔から日常的に利用してきただけでなく、現在の県の経済を支える上で必要不可欠な
ものである。このことから、沖縄の海は県民が共有して利用する自然財（コモンズ）とし
て位置づけることができる（野波・加藤・中谷内，2009）。
しかし沖縄では、この住民にとって重要なコモンズである海洋環境が、赤土の流出に
よって深刻な被害を受けている。例えば、先述の漁業では、台風や大雨の際、モズク漁
をはじめとする養殖が深刻なダメージを受けている。また赤土は沖縄の海の象徴である
サンゴにも悪影響を及ぼしており、間接的に観光業を中心とする第 3次産業にも被害を
及ぼしている（大見謝・比嘉・中宗根・満本，2002）。このような状況に対し、沖縄県で
は「赤土等流出防止条例」を 1995年に施行し、公共事業や宅地開発など一定規模の開発
事業に土壌処理を行うよう義務化した。この条例が施行されて以降、沖縄県全体の赤土
の流出量は、1993年（条例施行前）の 52.1トンから、2001年には 38.2トン、そして 2011

年には 29.8トンまで減少している（沖縄県環境生活部環境政策課，2013）。このように条
例の施行以降、赤土による環境被害は総体的に見て改善傾向にあるものの、赤土等の堆
積状況調査（SPSS測定法）によると、現在でも県内全海域の 55％が、人為的な赤土流出
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による汚染があると判断されるランク 6（一見して赤土等の堆積がわかる、底質攪拌で赤
土等が色濃く懸濁）以上となっている（沖縄県環境生活部環境保全課，2013）。特に現在
の赤土の主な流出源となっているのが農地であり、全体の流出量の中で農地が占める割
合はむしろ増加傾向になっている（農地からの流出量（全流出量に対する農地の割合）：
1993年 32.1 トン（61.6％）、2001年 30.5 トン（79.8％）、2011年 25.5 トン（85.6％））（沖縄
県環境生活部環境政策課，2013）。このことをうけ、平成 25年度に策定された沖縄県赤
土等流出防止対策基本計画においても、農地への対策が重点項目として挙げられている。
このように赤土流出問題は、現在も沖縄において解決を要する環境問題として位置づ
けることができよう。ここで、赤土流出問題における現在的な構造について、当該問題
が発生している地域レベルで整理してみると、まず現在、赤土流出が主に農地からのも
のであることを考えれば、農業従事者がコモンズである海洋環境に負荷を与えているこ
とになる。それに対し、コモンズの利用によって直接的に利益を獲得している漁業従事
者や、間接的に利益を獲得している一般住民（主に第 3次産業に従事する一般従業者）
は、赤土の流出によって、それぞれ直接的ないしは間接的な被害を受けていることにな
る。つまり、地域レベルで見たとき、赤土流出問題ではこの 3者2）がステークホルダー
として関わっており、その中でお互いに利害関係が生じている。
従来、コモンズの保護や利用をめぐる社会的ジレンマでは、Hardin（1968）や Dawes

（1980）に示されるように、行為者の自己利益を追求した非協力行動が集積されることに
より、社会的利益が損なわれ、結果的に行為者自身が利益を失うという自己回帰的な構
造（受益者と受苦者が一致）からとらえられることが多かった。しかし環境問題をめぐる
社会的ジレンマでは、受益圏が環境負荷を外部に転嫁することで受苦圏を作り出すなど、
利害圏に不一致が生じることも少なくない（舩橋・畠中・長谷川・梶田，1988）。舩橋
（1989）は、この受益圏と受苦圏の関係において、両者が明確に分離し、被害が受苦圏の
みに発生する場合を加害型ジレンマ、受益圏も被害を受けつつも、受苦圏との間に被害
の格差がある場合を格差型ジレンマと定義している。ここで改めて赤土流出問題におけ
る社会的ジレンマ構造を整理してみる。先述のように、現在の赤土の主な流出源が農地
であることを考えると、農業従事者が赤土（環境負荷）を流出（外部転嫁）することで、
漁業従事者や一般住民に被害を生じさせている。つまり構造的には、加害型ジレンマ（農
業従事者：加害者、漁業従事者・一般住民：被害者3））に近いと考えられる。ただし赤土
流出問題は、従来加害型ジレンマの典型例として扱われてきた公害問題とは汚染のメカ
ニズムが異なる。詳述すると、公害問題は汚染源が個別に特定できる点源汚染であるの
に対し、赤土流出問題は、農地の他にも、米軍基地や住民の日常生活、あるいは自然の
作用の中からも赤土は流出してしまう非点源汚染（拡散した複数の汚染源が原因で起こ
る汚染）である。つまり、農業従事者以外のステークホルダーも汚染を生み出している
可能性がある。また被害についても、例えば、赤土によって村の海が汚れ、その景観を
失うことは農業従事者にとっても一種の損失であり、被害がまったくないわけではない。
とはいえ、赤土流出の原因として農地の影響が大きいのは事実であり、このことから考
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えると、赤土流出問題は、被害関係において極めて差の大きい格差型ジレンマとしてと
らえられるだろう。
梶田（1979）は、加害型や格差型ジレンマのように、受益圏と受苦圏に不一致がある場
合、両者に葛藤（社会的コンフリクト）が生じることがあり、このことが問題を一層複雑
化させ、解決をより困難なものにすると指摘している。このような社会的コンフリクト
を回避し、地域住民にとって重要なコモンズである地域環境を適切に保全・維持してい
くためには、ステークホルダー間でパートナーシップによるガバナンスを形成し、被害
関係を是正すること（舩橋，2001）、より具体的には環境保全にかかるコスト負担（例え
ば、環境対策にかかる費用や労働力の負担など）について、ステークホルダー間で合意
形成を図ることが重要である（藤田・大塚，2006）。
環境政策的な立場から、コスト負担に関する合意形成を得るためには、誰がどれだけ
解決に要する環境コストを負担するかという負担原理が問題になってくる。環境コスト
に関する負担原理には 4つの基本的な類型がある（除本・寺西，2006）。負担原理の 1つ
目は、負担能力を有する主体に負担を求める応能原理である。2つ目はコストの支出に
よって何らかの利益を受けることになる主体に負担を求める応益原理、3つ目に元々の
原因を作り出した（作り出している）原因主体に負担を求める応因原理がある。そして 4

つ目として、自己の行為あるいは不作為が、環境被害の発生・拡大・放置に関与する（し
た）という「責任ある関与」を根拠として、関係主体に負担を求める応責原理がある4）。
現在、コスト負担に関する基本原則として汚染者負担原則が最も広く確立しているが（除
本，2007）、この汚染者負担原則は、「環境問題の原因者にコスト負担を課すべき」とい
う応因原理がその基礎となっている（除本・寺西，2006）。この応因原理は、原因者を同
定しやすい環境問題に適用されやすい。赤土流出問題の場合、赤土の流出が農地からの
ものが最も多いことから考えれば、農業従事者が原因者とみなされやすく、彼らにコス
ト負担が求められることになる。ただし除本（2007）によると、汚染者負担原則を単純に
適用できないケースが 2つあるとしている。その 1つは、長期にわたる環境汚染の継続
により、コスト負担が原因者だけではまかなえない場合である。また環境問題における
被害関係が構造化・複雑化し、当事者が多数となるような場合も、原因と被害の構造が
必ずしも「一対一」になるわけではないため、応因原理が適用しにくくなる。この点に
ついて赤土流出問題で考えてみると、沖縄県の産業構造上、観光業を含む第 3次産業は
県内総生産の 85％以上を占めているのに対し、農業・漁業を含む第 1次産業はわずか
2％に過ぎない（沖縄県企画部統計課，2013）。つまり、赤土流出問題において農業は原
因者とみなされやすいものの、産業構造上の少数者であるため、赤土流出の防止に必要
なコストを単独で負担することは実質的に困難である（野波，2008）。また農業による赤
土流出は確かに多いものの、赤土流出問題は非点源汚染であるため、原因－被害を一義
的に決定することができず（家中，2000）、農業だけにその原因の全てを求めることはで
きない。以上のことから、沖縄の赤土流出問題では、解決のためのコスト負担に応因原
理を適用させることは難しいと考えられる。
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この赤土流出問題のように、多様なステークホルダーが介在し、一義的に原因者を同
定できない環境問題（すなわち非点源汚染の環境問題）では、コスト負担の原則として応
因原理ではなく、各ステークホルダーの責任と関与の多様性を前提とした応責原理を適
用させる必要があることが指摘されている（除本，2007）。この応責原理に基づくコスト
負担を成立させるためには、被害関係において衡平性を回復させること（Tyler, Boeck-

mann, Smith, & Huo,  1997）が重要であり、特に被害の発生や拡大への関与が高い関係主
体は、被害者に償うか、自ら何かを放棄あるいは負担することで衡平を回復することが
できる。また被害者側も、関与の高い関係主体に補償と被害の防止を求める（舩橋，2001）
ことによって衡平を回復することができる。このことについて具体的に赤土流出問題で
示せば、被害の発生と拡大への関与が高い農業従事者が、被害を受けている漁業従事者
や一般住民に対して、補償を行うことが考えられる。ただし農業従事者は、先述のよう
に産業構造的に少数者であるため、被害の損失に対して、金銭で直接的に補償するのは
困難である。また同様の理由から、被害防止のための金銭的なコスト負担を農業従事者
だけでまかなうことも容易ではない。ならば現実的に、現在発生している環境負荷を減
らし、これ以上の被害を防止するためには、農業従事者自らが環境配慮行動5）を実践す
るといった形でコスト負担をすることが最も実際的かつ有効であると考えられる。
環境問題における責任と環境配慮行動との関連については、これまで社会心理学の分
野で多くの研究がなされてきた。例えば広瀬（1995）は、個人の責任帰属認知が、環境に
配慮しなければならないという個人の態度（目標意図）の規定因であることを明らかにし
ている。また Oskamp, Harrington, Edwards, Sherwood, Okuda, & Swanson（1991）は、責任
帰属認知がリサイクル行動の規定因であるとしている。このように責任帰属認知は、個
人の環境配慮的な態度や行動の主要な規定因となる。ただしこれら先行研究における責
任帰属認知は、当該の環境問題の発生や進行に『自分』が加担しているか否かという個
人的規範（Van Liere & Dunlap,  1978）の側面から、1次元的に検討されることが多かった。
しかし応責原理の観点に立てば、責任帰属は、「単に自分にあるかないか」という自分を
基準とした 1次元的な絶対評価だけではなく、「自分も含め、誰にどの程度責任があるの
か」というステークホルダー間での相対的な評価が問題になると考えられる。また赤土
流出問題のような格差型ジレンマでは、受益圏と受苦圏という集団レベルの関係が問題
となる。唐沢（2002a）は、これまで個人レベルで検討されることが多かった責任帰属が、
集団レベルでも成立することを示しており、特に現実の社会問題を考察する際には、個
人レベルの責任帰属だけでなく、集団レベルの責任帰属を検討することも重要であると
している。
そこで本研究は、赤土流出問題における地域住民の責任帰属認知と環境配慮行動の関
連を検討することを目的に、地域住民の責任帰属認知について、集団レベルから相対的
に検討を行うこととする。具体的には、赤土流出問題のステークホルダーである農業従
事者・漁業従事者・一般住民に対する地域住民の責任帰属認知が、彼らの環境配慮行動
とどのように関連するかについて検討する6）。ただし、例えば農業従事者への責任帰属
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は、農業従事者にとっては自集団への責任帰属、漁業従事者や一般住民にとっては他の
ステークホルダー（他集団）への責任帰属といったように、地域住民のそれぞれの立場
（業種）によって、責任帰属の対象のとらえ方は異なってくる。そこで本研究は、各ス
テークホルダーへの責任帰属認知と環境配慮行動の関連について、地域住民のそれぞれ
の業種ごとに分けて検討を行う。
なお各ステークホルダーへの責任帰属認知と環境配慮行動の関連として、次のような
関連が考えられる。まず自集団の責任といった場合、当該業種に従事する地域住民はそ
の責任の一端を担っていることになる（部分的に自らの責任となる）。このことから考え
れば、広瀬（1995）や Oskamp et al.（1991）の先行研究と同様、赤土流出問題の責任を自
集団に高く帰属する地域住民ほど、目標意図や行動意図が高くなると考えられる。特に
農業従事者は、赤土流出への関与が高いことから、農業従事者自身の責任帰属認知が高
くなり、目標意図・行動意図も高くなると考えられる。ただし唐沢（2002a; 2002b）や唐
沢・三谷（2006）によると、集団レベルの責任帰属では、自集団を好意的（優位）にとら
える内集団バイアスによって、自集団の責任が低く評価されることが指摘されている。
もし内集団バイアスによって自集団への責任帰属認知が低くなった場合、その業種の地
域住民の環境配慮行動は促進されないという可能性も考えられる。いずれの関連が見ら
れるかについては探索的に検討を行う。一方、他のステークホルダーへの責任帰属に関
して、唐沢・三谷（2006）は他集団への責任帰属と他集団に対する支援的態度には負の相
関があることを明らかにしている。受益圏と受苦圏が対立する環境問題では環境配慮行
動を一種の援助行動としてとらえる視点があるが（野波，2008）、このことより、他のス
テークホルダーの責任を高く帰属するほど、その地域住民の目標意図や行動意図は抑制
されると考えられる。特に苦境にある集団は、対立的な立場にある他集団の責任を高く
帰属する傾向（唐沢，2002a）があることから、赤土流出問題の被害者とみなされやすい
漁業従事者や一般住民では、赤土流出への関与が高い農業従事者への責任帰属認知が高
くなり、結果的に彼らの環境配慮行動は抑制されると考えられる。
以上を検討するために、本研究では沖縄県 A村において調査を実施した。なお本研究
では、各ステークホルダーの実際の責任の所在を追及するものではない。あくまで地域
住民が各ステークホルダーの責任をどのように認知しているのか、そしてその認知が地
域環境の保全にどのように結びついていくのかという心理的プロセスに焦点があること
を記しておく。

方　法

フィールドの選定（調査時点におけるフィールドの状況）
沖縄県 A村を調査対象地域として選定した。この A村は、「農業立村」を村の政策と
して打ちだしているように、農業が比較的盛んである。しかしその反面、農地からの赤
土流出が進んでおり、特に台風や大雨などの際には、村の特産品の 1つであるモズク漁
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に甚大な被害が生じていた。この現状を受け、村では県の条例に先立ち、独自の赤土対
策（赤土等防止条例の制定： 1982年）が行なわれてきたが、実際の問題解決にはあまり
効力を発揮していない状況であった。こうした背景から、A村の漁業協同組合は、赤土
流出の防止を繰り返し、村の行政に要請してきた。また村では、商工業・漁業・農業・
行政など様々な業種の人たち（17名）から構成されるボランティアの協議会が設立（2006

年）され、赤土流出問題の解決向けた話し合いと取り組みが行われるようになった。こ
の会の活動例として、子どもからお年寄りまで、また多様な業種の人々が参加する植樹
祭（赤土流出を防ぐためのグリーンベルトを作る）などが催された。
このようにA村は、赤土流出問題が深刻であると同時に、その対策も進められており、
地域住民の赤土流出問題に対する関心は高いものであった。

調査対象者および手続き
沖縄県 A村7）の全地域から、村内各地区の人口に応じた層化 2段階無作為抽出によっ
て 497名の住民（20歳以上）を抽出した。調査は 2006年 11月に郵送法により実施した。
なお A村の産業人口上、漁業従事者の数は全体のわずか 2.5％（59名）にしか過ぎず、上
記のランダムサンプリングだけでは、十分な数の漁業従事者のデータを得ることができ
なかった。そこで漁業従事者からの回答を得るために、A村漁業協同組合（漁協加入者
118名）の組合長へ調査票（100票）を一括して送付し、組合員への配布を依頼した。返
送は郵送法で行った。調査はほぼ同時期に実施した。

調査項目
「赤土流出問題の調査」として、質問紙調査を実施した（総ページ数 10ページ）。本研
究で用いた項目は以下の通りである。いずれの項目も「1.全くそう思わない」～「5.非常
にそう思う」の 5件法で尋ねた。
なお本研究では、環境配慮行動として、実際の行動ではなく、広瀬（1995）や野波・加
藤・池内・小杉（2002）を参考に、環境配慮行動の主要な規定因である目標意図および行
動意図をその指標とした。
①目標意図
村の海の環境に対する地域住民の目標意図を次の 3項目で尋ねた。「できるだけ、村の

海を汚さない暮らしをするべきだ」、「A村の海を守ることは、村民の大切な義務である」、
「A村の海を大切に守りたい」
②行動意図
地域住民の行動意図として、個人でも実行できる個人行動意図8）と集団で実行する集

団行動意図の 2つをそれぞれ 1項目ずつ設定した。
・ 個人行動意図：「赤土問題に取り組むため自分だけでも何か行動したいと思う」
・ 集団行動意図：「赤土問題に取り組む住民団体などへ（今後とも）参加したい」
③責任帰属認知（いずれも逆転項目9））
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農業従事者・漁業従事者・一般住民の各ステークホルダーの赤土流出に対する責任帰
属認知について、以下の項目で尋ねた。
・ 農業従事者への責任帰属：「農耕地から赤土が流れているとしても、農業の方々の多く
には責任がないと思う」
・ 漁業従事者への責任帰属：「漁業被害をもたらす赤土の原因について、漁業の方々の多
くには責任がないと思う」
・ 一般住民への責任帰属：「村民の方々の多くには、赤土問題の原因についての責任はな
いと思う」
④環境リスク認知
地域住民が、実際に赤土流出問題をどの程度深刻な地域環境問題と認知しているかを
確認するため、環境リスク認知を次の 2項目で尋ねた。「村では現在、イノーのサンゴが
赤土によって深刻な状況になっていると思う」、「このまま赤土流出が続くと、村全体の
経済に深刻な影響がもたらされるだろう」

調査における倫理的配慮
問題でも記したように、本研究は各ステークホルダーの実際の責任の所在を追及する
ものではない。しかし調査をすることが、当該地域における調査対象者間の責任追及を
助長してしまう可能性も懸念された。そこで調査にあたり、沖縄の赤土流出問題と村の
対策の現状を示す記事を調査票冒頭に提示し、本調査が、政治的な動向や行政の政策と
は全く関係がなく、学術面から A村における赤土流出問題の解決を志向し、そのための
基礎資料となる旨を調査対象者に教示した。また調査項目に関しても、先の協議会のメ
ンバーに調査票を事前に確認してもらい、内容や表現において倫理的問題があると指摘
された箇所については、修正を施し、再確認の上、調査を実施した。

結　果

有効回答数および回答者の属性と業種の分類
有効回答数は 306票となった（有効回収率 52.3％）。なお無作為抽出法による調査から

得られた有効回答数は 234票（同 47.1％）、漁業協同組合への調査から得られた有効回答
数は 72票（同 72.0％）であった。
回答者の性別および年齢構成は表 1の通りであった。また回答者の職業分布は、農業
従事者 57名（18.6％）、漁業従事者 45名（15.0％）、一般従業者（無職・学生含む）190名
（62.1％）、職業不明 14名（4.7％）であった。なお、漁業協同組合から得られた回答数と
職業分布の割合が一致しないが、これは漁業を兼業で行っている回答者がいたためであ
る。本研究では、回答者が自己報告した職業をその個人の業種として分類した10）。
各業種の回答者の分布は表 1の通りであり、業種ごとの性別および年代の割合につ
いては、それぞれ有意であった（性別： χ2（2）＝36.12，p＜.001）・年代： χ2（10）＝26.77，
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p＜.001）。全般的な傾向としては、漁業従事者で男性の割合が多く、年代では農業従事
者の年齢層が高かった。

赤土流出問題に対する地域住民の環境リスク認知
本研究を検討するにあたり、そもそも A村にとって、赤土流出問題が深刻な地域環境
問題であると地域住民に認識されていることが重要である。そこで環境リスク認知の 2

項目について加算平均し、その平均値を算出したところ、4.27（SD＝.68）という値が得
られた。ステークホルダー間で環境リスク認知に相違があるか検討したところ、農業従
事者は 4.30（SD＝.81）、漁業従事者は 4.49（SD＝.65）、一般住民は 4.21（SD＝.64）であ
り、漁業従事者と一般住民の間には有意差が認められた（F（2,299）＝3.15，p＜.05）。こ
のように一部で有意差が認められたものの、総じて、地域住民の赤土流出問題に対する
環境リスク認知は高かった。このことより、赤土流出問題を解決せず放置しておくこと
が、村全体にとってマイナスになるという社会的ジレンマ事態に対する理解が住民間で
なされていたと考えられる11）。

項目の基礎的分析
各項目の平均値を表 2に示す。なお目標意図については、3項目に対して因子分析（主

因子法・プロマックス回転）を行った結果、1因子構造（α係数： .79）が確認されたため、
これらの項目の加算平均（簡便的因子得点）を算出した。
さらに各項目の特徴を把握するために、性別および年齢（分布をもとに 2群に分割：年
齢高群 50代以上・年齢低群 50代未満）を独立変数とする t検定を行った。その結果、性
別では、個人行動意図（t（256.56）＝3.13，p＜.01）、集団行動意図（t（264.82）＝3.56，p

＜.001）、農業従事者への責任帰属（t（281）＝2.20，p＜.05）に有意差が認められ、いずれ
も男性の方が高かった。一方、年齢については、農業従事者への責任帰属においてのみ
有意差が認められ（t（285.50）＝2.50，p＜.05）、年齢高群（M＝3.43，SD＝1.21）より、年

表 1.　調査対象者のデモグラフィック要因（ステークホルダー別）

総数
性別 年齢構成

男性 女性 不明 20代 30代 40代 50代 60代 70代 不明

農業従事者
 57名  38名  17名  2名  3名  6名  7名 17名 20名  4名  0名
（19.5％）（66.7％）（29.8％） （3.5％） （5.3％）（10.5％）（12.3％）（29.8％）（35.1％）（7.0％）（0.0％）

漁業従事者
 45名  41名   2名  2名  1名  8名 15名 12名  6名  1名  2名
（15.4％）（91.1％） （4.4％） （4.4％） （2.2％）（17.8％）（33.3％）（26.7％）（13.3％）（2.2％）（4.4％）

一般住民
190名  85名  95名 10名 25名 33名 45名 47名 27名 11名  2名
（65.1％）（44.7％）（50.0％） （5.3％）（13.2％）（17.4％）（23.7％）（24.7％）（14.2％）（5.8％）（1.1％）

（職業不明） （14名）  （6名）  （5名）  （3名）  （2名）  （2名）  （2名）  （5名）  （2名）  （0名）  （1名）

計
292名 164名 114名 14名 29名 47名 67名 76名 53名 16名  4名

（100.0％）（56.2％）（39.0％） （4.8％） （9.9％）（16.1％）（22.9％）（26.0％）（18.2％）（5.5％）（1.4％）
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齢低群（M＝3.76，SD＝1.01）の方が高かった。
次に地域住民の業種間での目標意図および行動意図の相違について検討を行った。地
域住民の業種（農業従事者・漁業従事者・一般住民）を独立変数とする 1要因 3水準の分
散分析を行なった結果、目標意図では地域住民の業種に主効果は認められなかった（F

（2,282）＝1.71，n.s.）。一方、行動意図に関しては、個人行動意図においては業種の主効
果が認められた（F（2,282）＝17.01，p＜.001）。Tukey法による多重比較の結果、農業従事
者と漁業従事者、漁業従事者と一般住民との間に有意差が認められた（MSe＝.85）。また
集団行動意図においても業種の主効果が認められ（F（2,286）＝9.41，p＜.001）、Tukey法
による多重比較の結果、漁業従事者と一般住民との間に有意差が認められた（MSe＝.86）。
地域住民の業種によって各ステークホルダーへの責任帰属に相違があるかを検討する
ために、地域住民の業種（被験者間）×各ステークホルダーへの責任帰属（被験者内）の 2

要因 9水準の混合計画による分散分析を行った。その結果、業種の主効果は認められな
かったが（F（2,289）＝1.50，n.s.）、各ステークホルダーへの責任帰属には主効果が認めら
れた（F（2,578）＝71.57，p＜.001）。Tukey法による多重比較の結果、農業従事者、一般
住民、漁業従事者の順に責任帰属の得点が高かった（MSe＝.90）。また地域住民の業種×
各ステークホルダーへの責任帰属の交互作用が有意であった（F（4,578）＝8.24，p＜.001）。
Ryan法による下位検定の結果、農業従事者への責任帰属では、漁業従事者の得点が農業

表 2.　各変数の記述統計量（上段：全体および性別、下段：ステークホルダー）

変数 全体
性別

男性
（n＝170）

女性
（n＝119） t値

目標意図 4.69  （.47） 4.70  （.49） 4.68  （.44）  .40

個人行動意図 3.25  （.97） 3.39  （.98） 3.03  （.92） 3.13

集団行動意図 3.37  （.95） 3.54  （.98） 3.15  （.87） 3.56

農業従事者への責任帰属 3.61（1.12） 3.72（1.12） 3.42（1.13） 2.20

漁業従事者への責任帰属 2.66（1.03） 2.61（1.03） 2.75  （.97） -1.15

一般住民への責任帰属 3.31  （.96） 3.33（1.00） 3.26  （.90） 0.52

変数
ステークホルダー

農業従事者
（n＝57）

漁業従事者
（n＝45）

一般住民
（n＝190） F値

目標意図 4.65  （.57） 4.81  （.44） 4.67  （.44） 1.74

個人行動意図 3.36 （1.01） 3.93  （.94） 3.04  （.89） 17.02

集団行動意図 3.51  （.98） 3.86（1.00） 3.22  （.89） 9.41

農業従事者への責任帰属 3.30（1.08） 4.07（1.11） 3.60（1.11） 9.16

漁業従事者への責任帰属 2.71（1.04） 2.23（1.16） 2.73  （.97） 5.04

一般住民への責任帰属 3.25  （.93） 3.58（1.06） 3.29  （.94） 2.00

p*＜.05，p**＜.01，p***＜.001

各責任帰属認知における F値は下位検定における数値である
表中の添え字（a・b）は下位検定の結果を示したものであり、異なる記号の間には単純主効果が認められたことを表す。

**

***

*

b a b ***
ab a b ***
b a b ***
a b a **
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従事者および一般住民よりも有意に高かった（MSe＝1.04）。一方、漁業従事者への責任
帰属では、漁業従事者の得点は農業従事者および一般住民よりも有意に低かった（MSe＝
1.04）。一般住民への責任帰属については、地域住民の業種間に相違は認められなかった。

責任帰属認知と目標意図・行動意図との関連性の検討
地域住民の各ステークホルダーへの責任帰属認知と、目標意図および行動意図の関連
を検討するために、地域住民の業種ごとに偏相関分析12）を行った。
まず農業従事者では、自ら（農業従事者）への責任帰属と集団行動意図との間に有意な
負の相関（r＝-.29，p＜.05）が認められたが、それ以外の相関は認められなかった。一
方、漁業従事者ではいずれの相関も有意でなかった。一般住民においては、農業従事者
への責任帰属と目標意図の間に有意な正の相関（r＝.24，p＜.01）、漁業従事者への責任
帰属と個人行動意図（r＝-.17，p＜.05）および集団行動意図（r＝-.16，p＜.05）の間に有
意な負の相関が認められた。さらに一般住民への責任帰属は目標意図（r＝.15，p＜.05）、
個人行動意図（r＝.16，p＜.05）、集団行動意図（r＝.15，p＜.05）とそれぞれ有意な正の相
関が認められた（表 3）。

表 3.　責任帰属認知と環境配慮行動の偏相関分析結果

地域住民の業種 各ステークホルダー
への責任帰属認知 目標意図 個人行動意図 集団行動意図

農業従事者
農業 -.17 -.04 -.29*

漁業 -.03 .04 .14

一般住民 .07 .12 .13

漁業従事者
農業 .18 .05 .03

漁業 -.14 -.25 -.14

一般住民 .10 .02 -.06

一般住民
農業 .24 .05 .07

漁業 -.05 -.17* -.16*

一般住民 .15* .16 .15

*p＜.05，**p＜.01

※  は自集団を示す

**

* *

考　察

本研究は、格差型ジレンマ構造における地域住民の責任帰属認知と環境配慮行動の関
連について、ステークホルダー間で比較することを目的とした。
まず農業従事者・漁業従事者・一般住民の各ステークホルダー間での責任帰属認知に
ついて検討すると、農業従事者、一般住民、漁業従事者の順に責任帰属が高かった。つ
まり地域住民は赤土流出問題における農業従事者の責任を高く認知しており、特にこの
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傾向は、赤土の被害をより直接的に受けている漁業従事者で強かった。
一方、農業従事者は他のステークホルダーに比べ、農業従事者への責任帰属が低かっ
た。つまり農業従事者は、自集団の責任を相対的に低くとらえており、内集団バイアス
が生じている可能性が考えられる。また漁業従事者への責任帰属においても、漁業従事
者の得点は他のステークホルダーよりも有意に低く、ここでも内集団バイアスが生じて
いると考えられる。このことから、問題への関与が高い主体では、内集団バイアスが生
じやすいと考えられる。このうち、特に農業従事者で内集団バイアスが起こった理由と
して次のことが考えられる。Tyler et al.（1997）によると、被害の発生や拡大への関与が
高い関係主体が自らの衡平性を保つ方法には、被害者への補償など自己利益を犠牲にし
た行動をとる方法と、自らの責任を過小評価することで心理的に衡平性を回復させる方
法（心理的方略）の 2つがあるが、後者の方略の方が自己利益の犠牲が小さいため、より
採用されやすい。農業従事者の内集団バイアスは、この心理的方略の影響を受けている
のではないだろうか。
次に、本研究の主目的である地域住民の責任帰属認知と環境配慮行動（目標意図・行
動意図）の関連について見ていく。まず農業従事者による責任帰属認知については、農
業従事者への責任帰属と彼らの集団行動意図との間に負の相関が認められた。つまり、
農業従事者は自集団の責任を高く帰属するほど、集団行動意図が低くなるのである。こ
の結果は、広瀬（1995）や Oskamp et al.（1991）の見解と異なるものであり、自集団への
責任帰属が環境配慮行動の抑制要因となることが示された。このような結果になった理
由として次のことが考えられる。集団行動とは多様なステークホルダーが協同で行う環
境配慮行動である（野波他，2002）。ただし、多様なステークホルダーが協同するという
ことは、これらのステークホルダーが直接的に接触する場でもあり、このような状況で
は社会的比較が促進されやすい（Hogg & Abrams,  1988）。農業従事者にとって集団行動
に参加するということは、当該環境問題の責任に関する社会的比較が促進され、場合に
よっては、自分たちの責任の高さが顕在化する場に出向くということになりかねない。
つまり農業従事者にとって集団行動は、短期的に個人的利益を損なう行動になる可能性
があり、このような懸念から集団行動意図が抑制されたと考えられる。
次に漁業従事者については、いずれの責任帰属も目標意図や行動意図と相関が認めら
れなかった。A村では、ここ数年（2006年当時）赤土によって漁業被害が発生していた
にも関わらず、被害に対する補償が十分になされていなかった13）。つまり赤土流出によっ
て、漁業従事者の生活基盤は深刻な状態に陥っていた。そのため漁業従事者にとっては、
彼らの行動意図が他のステークホルダーよりも高かったように、早急に自分たちの生活
基盤を守るために行動することが重要であり、もはや「どこに責任があるか」という責
任帰属認知とは関係なく、環境配慮行動の意思決定をおこなっているのではないだろう
か。
一般住民については、各ステークホルダーへの責任帰属と彼らの目標意図・行動意図
の間に複数の相関関係が認められた。自集団・他集団別に見ていくと、まず自集団であ
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る一般住民への責任帰属は、彼らの目標意図および両行動意図と有意な正の相関があっ
た。つまり一般住民は、自らの責任を高く認知するほど、環境に配慮した態度や行動の
意図を促進させるのである。この結果は広瀬（1995）や Oskamp et al.（1991）の先行研究
と一致する。
なお農業従事者と一般住民とでは、自集団への責任帰属と環境配慮行動との間に異な
る方向性の関連が認められた。先述のように農業従事者では自集団への責任帰属と集団
行動意図との間に負の関連が認められたが、その一因として自集団への責任帰属が、内
集団バイアスによって過小評価されてしまったことが考えられる。なぜ一般住民では自
集団の責任帰属に内集団バイアスが生じず、目標意図や行動意図との間に正の関連があっ
たのだろうか。その理由の 1つとして、農業従事者と一般住民では、責任の概念そのも
のが異なっている可能性が考えられる。農業従事者の場合、その責任は被害の発生と拡
大に関与した『結果』に対する責任である（消極的責任： Baumgärtner, Faber & Schiller,  

2006）。しかし被害者側である一般住民の場合、直接的な被害をほとんど発生させていな
いため、消極的責任はほとんど生じない。それゆえ一般住民は、農業従事者のように衡
平性を回復させるために内集団バイアスをする必要はないのである。ただし Baumgärtner 

et al.（2006）によると、環境問題における責任には、消極的責任だけでなく、環境を良い
状態に導くために何らかの行為をする責任（積極的責任）もあるとしており、特に問題を
解決することが可能な人には問題解決のための行動をとる積極的責任が発生する（Brick-

man, Rabinowits, Karuza, Coates, Cohn, & Kideer,  1982）。地域において多数者である一般住
民は、マンパワーの点からも最も解決資源を有しているステークホルダーである。つま
り一般住民には、赤土流出問題を解決するための積極的責任が生じ、この責任に応じて
環境配慮行動を促進させると考えられる。
次に、一般住民による農業従事者・漁業従事者への責任帰属に関しては、農業従事者
への責任帰属と一般住民の目標意図の間に正の相関が認められた。すなわち、一般住民
は農業従事者の責任を高く評価するほど、彼らの目標意図が高くなるのである。赤土流
出問題の現状として、この問題を少数者である農業だけで解決するのはもはや困難であ
る。そのため一般住民は、自集団への責任帰属の場合と同様、解決可能な多数者として
解決困難な少数者（農業）を助けなければならない、という積極的責任に基づいて環境配
慮行動を促進させるのではないだろうか。一方、漁業従事者への責任帰属は、一般住民
の個人行動意図・集団行動意図とそれぞれ負の相関があった。つまり一般住民は、漁業
従事者の責任を低く評価するほど、より環境配慮行動を実行しようとするのである。こ
の結果は赤土流出の責任が低いにもかかわらず、その被害を直接的に受けている漁業従
事者に対する多数者からの社会的支持を示すものと考えられる。受益圏と受苦圏が対立
する環境問題では環境配慮行動を一種の援助行動としてとらえる視点があるが（野波，
2008）、一般住民における一連の結果は、この視点を反映しているものと考えられる。
以上のように、地域住民の責任帰属認知と環境配慮行動との間には様々な関連が認め
られ、その関連は地域住民のそれぞれの立場によって異なることが明らかになった。家
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中（2000）は、赤土流出問題を解決するためには、多様なステークホルダーが協同し、地
域全体の問題として取り組む必要性があると指摘している。ただし農業従事者では、自
集団への責任帰属が集団行動意図の阻害要因になることが示された。本来、応責原理の
観点から言えば、被害の発生や拡大への関与が高いステークホルダー（以下、高被害関
与ステークホルダー）が、最もコスト負担をするのが望ましいとされる。しかし本研究
の結果より、格差型ジレンマにおいて、高被害関与ステークホルダーに対して応責原理
によって責任を求めることは、かえって彼らの協力行動を抑制してしまいかねず、ひい
ては問題解決に向けたステークホルダー間の協同を困難にしてしまう可能性がある。
とはいえ現実問題として、高被害関与ステークホルダーが責任に応じた環境配慮行動
をとらず、被害者が責任よりも過分に環境配慮行動をとっている状況が続けば、被害者
の相対的剥奪感は増大し、衡平性が著しく損なわれていくことになる。そうなれば、さ
らにコミュニティ内におけるステークホルダー間のコンフリクトは激しくなり、より一
層協同は図られなくなる。地域環境問題を解決し、コミュニティの持続可能性を高めて
いくためには、例えば、一般住民が自集団だけでなく、他集団への責任帰属によっても
環境配慮行動を促進させるように、各ステークホルダーが自集団の責任（消極的・積極
的責任を問わず）に応じるだけでなく、他集団の現状を省みながら、相互にソーシャル
サポートを提供する（丹羽，2007）形で環境配慮行動をとっていくことが重要であろう。
むろん、衡平性の観点から、高被害関与ステークホルダー自らが積極的に環境配慮行
動を行っていくことは必要不可欠である。しかし赤土流出問題のように、高被害関与ス
テークホルダーだけで解決が困難な場合には、他のステークホルダーが環境配慮行動を
行うことで、高被害関与ステークホルダーは負担を軽減することができ、より積極的に
環境配慮行動に取り組むことも可能になるであろう。また他のステークホルダー自身も
環境配慮行動を行うことで問題への関与が一層高まる。すなわち、各ステークホルダー
の責任に応じた自発的な環境配慮行動と相互支援的な環境配慮行動が、地域コミュニティ
全体をエンパワーメント（Zimmerman & Rappaport,  1988）させ、問題解決に向けた地域
住民の協同を促進させることにつながっていくだろう。
この点に関しては、実際の取り組みも進展しており、毎年、赤土等流出防止交流集会
などで、その取り組みの成果が報告されている。例えば、大宜味村では、大宜味村地域
耕作放棄地対策協議会を中心に、耕作放棄地と赤土流出の問題に取り組んでおり、「地域
協力型」の対策として、農家への情報発信だけでなく、周辺住民（一般住民）も一体と
なった活動（地域の児童・生徒も参加した植栽体験など）が行われている（比嘉・宮城，
2013）。また石垣島では、NPO法人による農家支援として、環境保全型農業（株出し栽培
など）への支援・援助なども行われている（干川，2013）。
これらの取り組みからも明らかなように、現在、赤土流出問題の現場においては、上
記に述べた地域住民の協同（主に農業従事者と一般住民）が実践段階にあると言えよう。
その実践を補強する意味で、本研究の知見を活用すると、まず一般住民については、上
述の実践例のように、一般住民による環境配慮行動には支援・援助的な側面が強いよう
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に見える。ただし、例えばボランティアによる継続的な支援・援助には、利他性や社会
志向のみならず、自己関与的な要因が重要であるように（桜井，2002）、赤土流出問題に
かかわる一般住民も、「この問題が自分たちの問題でもあり、また解決可能なステークホ
ルダーとして関与する責任がある」という責任帰属認知を高めるアプローチを展開する
ことで、問題への自己関与が高まり、継続的な環境配慮行動の促進に効果があると考え
られる。また農業従事者に関しては、自集団への責任帰属と集団行動意図に負の関連が
認められたが、この関連から言えば、協同という形で農業従事者が集団行動をとること
が、自集団の責任を低下させる（責任がなくなるということではなく、応分の責任を果
たしていく）といった方向性で作用することも考えられる。そういった意味で農業従事
者には、まず責任を求めるという方法ではなく（むしろ責任が高くなるほど集団行動が
困難になる）、集団行動という協同を行うことで、責任を軽減させていくといった方法が
有効であると考えられる。
最後に本研究の問題と今後の課題について述べる。本研究では質問紙の構成上、各ス
テークホルダーに対する責任帰属認知および行動意図がそれぞれ単項目でしか測定され
ていない。尺度の信頼性を高めるためにも複数項目による測定が必要である。また、そ
れぞれの尺度の妥当性に関して言えば、本研究で測定した責任帰属認知では、消極的責
任と積極的責任の概念的区別ができていないため、それぞれを区別した測定も必要であ
ろう。さらに責任帰属について、本研究では集団レベルの責任帰属について検討を行っ
たが、集団状況では責任の拡散が生じやすい（Latané & Darley,  1968）など、内集団バイ
アス以外の要因も集団レベルの責任帰属に影響を及ぼしている可能性があるため、これ
ら媒介要因についても考慮する必要があるだろう。行動意図について言えば、本研究で
測定した個人行動意図は内容的に多義的で漠然としたものであった。尺度の妥当性を高
めるためには、具体的な環境配慮行動に基づいた項目を設定すること、またさらに行動
を多面的にとらえられるよう、複数項目で個人行動意図を尋ねることも重要である。ま
た本研究では、赤土流出問題に関わるステークホルダーとして農業・漁業・一般住民の
3者を対象とした。しかし、例えば一般住民に関して言えば、離農者や離漁業者（以前は
農・漁業に就いていたが、現在は第 2次、第 3次産業に従事している）が含まれている
可能性があるし、また回答者本人は第 3次産業であるが、親が農業であるといった場合
もあるだろう。このようなステークホルダー自身の職業的変遷や、ステークホルダーを
取り巻く社会的関係（例えば各ステークホルダーにおける家族や友人の数など）が、彼ら
の責任帰属や環境配慮行動に影響を及ぼしている可能性もあるが、本研究では、これら
に関するデータがないため、その影響について詳細に検討することができない。またス
テークホルダーに関して言えば、当該問題に関わる政策的な決定や、ステークホルダー
間の調停者として地域行政が果たす役割も大きい。今後、行政も含めた 4者で検討する
とともに、ステークホルダー間の関係性（職業的変遷や社会的関係など）にも着目した検
討が必要である。
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注

 1） 本研究は、平成 18～19年度科学研究費補助金基盤研究（C）（課題番号： 18530498、研究代表
者：野波寛）による助成を受けた。

 2） 米軍基地もステークホルダーの一端ととらえられるが、地域住民の視点からいえば、基地の
立ち入りは制限されており、実情が不明である。そのため、本研究では米軍基地はステークホ
ルダーから除外した。

 3） 同じ被害者であっても両者では、被害の大きさやそもそもコモンズ（海洋）への関与の程度
が異なっており、一般住民に比べ漁業従事者の方が、コモンズへの関与が高く、赤土流出で受
ける被害も大きい。

 4） 応因原理と応責原理の相違に関して、両者では適用の範囲が異なっており、応因原理では汚
染を直接生み出した主体のみが対象となるのに対し、応責原理では、被害に対して間接的に関
わった主体や、当該問題に構造的に関わる主体も対象となる。また行為においても、不作為が
含まれているように、汚染を生み出したことだけでなく、汚染に対処しなかったことなども含
まれる。

 5） 赤土流出を防止するための具体的な環境配慮行動として、沈砂池の浚渫や農地の周りに草木
を植えるグリーンベルトの設置、農地に敷き藁するマルチングなどがある。

 6） 赤土流出問題における環境配慮行動は、必ずしも農業従事者のみがとりえるわけではない。
問題の解決のためには、漁業従事者も一般住民も含めたすべてのステークホルダーが環境配慮
行動を実行することが重要である。

 7） 調査時点での A村の人口統計は、人口が 5278名、1804世帯であった（A村住民基本台帳よ
り）。また産業別の就業者数（総数 2325名）は、第 1次産業が 421名（18.1％）、第 2次産業が
380名（16.3％）、第 3次産業が 1524名（65.5％）であった。なお本研究におけるステークホル
ダーで見ていくと、農業が 360名（15.5％）、漁業が 59名（2.5％）、それ以外の一般住民が 1906
名（82.0％）であった（総務省統計局，2006）

 8） 本研究で設定した個人行動意図の質問項目は、多義的で、漠然としている。このような質問
項目とした理由として、例えばグリーンベルトの設置などは、農地の所有者である農業従事者
にとっては実行可能性の高い環境配慮行動であるが、それ以外の業種の個人にとっては実行可
能性が低いといったように、特定の具体的な行動を設定した場合、業種によって実行可能性が
大きく異なるためである。この問題を解決するためには、様々な具体的行動を設定した質問項
目を複数尋ねればよいが、本研究では調査票全体で質問項目がかなり多く、調査対象者への負
担を軽減させるためにも、単項目しか質問を設定できなかった。単項目で、できる限り業種に
よる実行可能性の影響を受けないようにするために、本研究では調査対象者が個人で実行でき
ると想定しうる全ての環境配慮行動を、個人行動意図として扱うこととした。ただし、質問項
目自体が多義的であることにかわりはなく、結果の解釈には注意を要する。

 9） 「○○の多くには責任がある」といった形で質問を尋ねた場合、赤土流出問題に対する責任
の所在の追及を過度に助長することになりかねない。フィールドに対する倫理的な配慮から、
逆転項目にすることでニュアンスを弱めた。

 10） 本研究では、一般従業者を一般住民とした。
 11） さらに環境リスク認知に関して言えば、例えば、「現状、赤土流出問題の環境リスクはたい
したものではなく、責任を問われる事態ではない」といったように、環境リスク認知と責任帰
属の間に関連性が認められることも考えられる。そこで環境リスク認知と責任帰属認知（農業・
漁業・一般住民それぞれ）で相関分析を行ったところ、いずれでも有意な相関は認められなかっ
た（r＝-.02～.09，n.s.）。またステークホルダーごとで、同様の分析を行ったが、ここでも有意
な相関は認められなかった。なお環境リスク認知自体は、目標意図（r＝.57，p＜.001）および
個人行動意図（r＝.39，p＜.001）、集団行動意図（r＝.45，p＜.001）とそれぞれ有意な相関が認
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められた。
 12） 項目の基礎的分析で複数項目に有意差が認められた性別を統制した。
 13） フィールドで聞き取り調査した際の漁業従事者のコメントである。
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The Relationship between the Community Residents’ Attribution of 
Responsibility and Their Environment-Conscious Behavior in 

the Differently Self-Harming Type of Social Dilemma: 
A Comparison across Stakeholders Concerning 

the Red-Soil Runoff Problem in Okinawa

KATO Junzo and NONAMI Hiroshi

The purpose of this study is to compare the relationship between the community residents’ attri-
bution of responsibility and their environment-conscious behavior. We targeted the stakeholders 
concerned with the red-soil runoff problem, that is, farmers, fi shermen, and the general population. 
We asked each stakeholder about their attribution of responsibility and goal/behavioral intentions. 
A questionnaire was administered to 306 participants in Village A, Okinawa. Partial correlation 
revealed that among farmers, the attribution of responsibility to themselves negatively correlated 
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with group behavioral intentions. On the other hand, there were no signifi cant correlations among 
fi shermen. In the general population, the attribution of responsibility to themselves and different 
stakeholders signifi cantly correlated with goal and behavioral intentions. These results suggest that 
the attribution of responsibility is a factor that either promotes or prevents residents’ environment-
conscious behavior, according to each position in the differently self-harming type of social 
dilemma.


